
No. 事業の名称 担当課 事業の概要 事業始期 事業終期
事業費総額

（千円）

交付金充当額

（千円）
事業実績 事業効果

1
物価高騰対応重点支援給付金

【R5年度非課税世帯への７万円給付】
福祉課

物価高騰が続く中で、R5年度の住民税非課税世帯へ7万円の給付を行うことで低所得
の方々の生活を維持する。
（令和５年度から繰越して令和６年度計画として実施した分）

R6.4 R6.5 5,390 5,390

【交付・補助事業】

交付金額：5,390千円

交付世帯数：1,531世帯のうち令和6年度77世帯に交付

　　　　　　（1,454世帯には令和5年度中に交付済）

交付先：令和5年度住民税非課税世帯

物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大

きい低所得世帯（令和5年度の住民税均等割が非課税であ

る世帯）に対し給付金1世帯当たり7万円を給付し、経済

的負担の軽減を図った。

2 低所得世帯物価高騰対策給付金
福祉課

税務課

物価高騰が続く中で、対象となる低所得世帯へ10万円及び子ども加算5万円を給付す
るの支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。また、定額減税調整給付分と
して給付金を支給する。

R6.3 R7.2 149,008 149,008

【交付・補助事業】

交付金額：142,020千円

交付世帯数：   212世帯（10万円給付）

　　　　　　     45世帯（子ども加算5万円）

　　　　　118,570千円（定額減税調整給付）

事務費：6,988千円　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）

業務委託料　使用料及び賃借料　人件費]）

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け、特

に経済的負担が増加している低所得世帯等に給付金を支

給することで、低所得世帯の生活を支援した。

7
非課税世帯物価高騰対策給付金

【R6非課税世帯3万円+子ども加算2万円給付】
福祉課

物価高騰が続く中で、R6年度分の住民税均等割非課税世帯への支援を行うことで低所
得子育て世帯の生活を維持する。

R7.2 R7.12 48,838 48,582

【交付・補助事業】

交付金額：46,580千円

交付世帯数：1,454世帯（3万円）

　　　　　　　148世帯(子ども加算2万円）

交付先：令和6年度住民税均等割非課税世帯に対し3万円の給付に加

えて子ども1人あたり2万円の加算

事務費：2,258千円　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）

業務委託料　使用料及び賃借料　人件費]）

令和6年度住民税均等割非課税世帯に対し3万円を給付す

ることに加えて子ども1人あたり2万円の加算を支給する

ことにより低所得の子育て世帯の経済的負担が軽減され

た。

11 賄材料費補助金 教育総務課
物価高における材料費の高騰による給食費の負担を軽減するため、賄材料費の購入
を支援し、給食費の高騰を抑え子育て世帯等の負担軽減を図る

R6.4 R7.3 61,089 3,771

賄材料費のうち3,771千円

涌谷町内の小・中学校に通う児童生徒のR6.4～R7.3月までの給食費

の一部を負担

　物価高騰に伴い給食賄材料費が値上がっている中、給

食費の支援を行うことで、保護者負担を増やすことなく

これまで通りの栄養バランスや量を保った給食を提供

し、物価高騰等に伴う子育て世帯の負担増加をゼロにす

る事が出来た。

12 病院事業繰出金 総務管理課
電力料金の高騰により経営が厳しくなる、涌谷町立国民保険病院に電力量料金高騰分
を支援することで、地域の安定的な医療の提供を維持する。

R6.12 R6.12 32,620 3,629

電力量料金の高騰分について、病院事業会計へ繰出金として支援す

る

電力量高騰分（R5→R6）　×　利用量（R6.4～9実績×2）

　11円/kwh　×　329,980kwh　＝3,629千円

涌谷町立国民保険病院の安定的な医療提供を維持し、電

気量高騰による経営圧迫を緩和した。

13 生活応援商品券事業 産業振興課
物価高騰により経済的負担が増している低所得世帯を含む一般世帯へ一世帯当たり
５，０００円の商品券を配布し、家計を支援する。

R7.1 R8.2 35,936 33,000

配布対象：非課税世帯を含む全5,995世帯

配布世帯：5,929世帯(98.9%)

換金額:30,477千円

事務費：発行業務委託、封入封緘委託、郵送料等

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け、経

済的負担が増加している非課税世帯を含む全世帯に対し

配布し、負担が軽減が図られた。

令和6年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業　実施状況


